
 

共創コミュニティ推進事業について 

 

１ 「新潟市総合計画２０３０」との関連 

重点戦略６：誰もが個性と能力を発揮しながら、心豊かに暮らせる社会の実現 

政策：政策１ 多様な主体との連携・協働による新しい価値の創造 

 

２ 事業課題 

人口減少・超高齢社会の進行に伴う地域課題の多様化・複雑化により、従来のような行政・

地縁組織中心の取組での地域対応に限界 

 

３ 事業目的 

地域の「人」自らが主体となる持続可能な地域づくりを推進すること 

 

４ これまでの取組み 

令和５年度～令和７年度 

地域の「人」が主体となる持続可能な地域をつくることを目的として、地域で意欲的に活

動する人たちがつながる機会の創出支援などにより、共創コミュニティ形成を後押しして

きた 

 

 共創コミュニティ推進事業のコミュニティ一覧（～令和 7 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙１ 



 

令和７年度～ 

形成された市内 8 区１１の共創コミュニティから新たに生まれる地域課題解決を目的とし

た取り組みに対し、地域おこし協力隊制度を活用した共創コミュニティマネージャーの配

置やクラウドファンディング型ふるさと納税等を活用した支援を行っている 

 

・共創コミュニティマネージャー（地域おこし協力隊） 

総務省の地域おこし協力隊制度を活用し、共創コミュニティの取組の活性化や、ネッ

トワーク拡大を推進するハブ人材として共創コミュニティマネージャーを各区に配置 

令和 7 年度：中央区、江南区、秋葉区の活動へ各 1 名配置 

 

・クラウドファンディング型ふるさと納税補助金 

共創コミュニティにおける地域の課題解決や活性化に向けたプロジェクトに対してふ

るさと納税による寄附を募集し、集まった寄附金を財源にプロジェクト実施者に補助す

るもの。資金調達だけでなく、寄附募集を通じ、活動を知ってもらう、共感してもらう

ことで、「応援してくれる人」、「一緒に活動してくれる人」を増やすコミュニティの充

実の機会として活用。 

令和 7 年度：２区（プロジェクト）に交付 

 

５ 令和８年度の取り組み 

これまでの「つながる場づくり」から「形成されたコミュニティの持続・発展」へ事業フ

ェーズを転換。地域おこし協力隊制度やクラウドファンディング型ふるさと納税等を活用

し、コミュニティ内外で人や活動をつなぎ、区域を超えた連携、横展開による全市的な相乗

効果を図る。 

 

６ 目指す姿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


